
    入 札 公 告                            

下記の業務について制限付き一般競争入札に付す。 

なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システム（以下「電子入札システム」という。）を

利用して入札を行う案件であり、入札に関する手続きについては、兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約、兵庫県電子入札共同運営システム宝塚市運用基準に従って行う。 

 

  令和 8年(2026年)9月 3日 

                        宝塚市長 森  臨太郎 

 

記 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 委託番号   P3-43 

(2) 委 託 名   土砂災害警戒区域（急傾斜地）等調査点検業務委託 

 (3) 委託場所   宝塚市 市内一円 

 (4) 委託期間   契約日から令和 9年(2027年)3月 31日まで 

 (5) 委託概要   打合せ       １業務 

          計画準備      １式 

          調査点検      １式（50箇所） 

          維持管理手法の検討 １式（50箇所） 

          報告書作成     １式 

(7) 予定価格   14,434,000円（税抜） 

(8) 最低制限価格 設定しない 

 

２ 入札参加に必要な資格 

入札に参加できる者は、宝塚市における令和 7 ・8 年度(2025・2026 年度)測量・建設

コンサルタント等業務の入札参加資格を有した者のうち、次に掲げる条件をすべて満た

していること。 

(1) 入札公告日において、宝塚市の入札参加資格における取引希望種目のうち、第 1希望

から第 3希望までのいずれかが「河川砂防」であること。 

 (2) 次に掲げる事項に該当する者でないこと。 

   ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 に基づく資格制限に該

当する者 

イ 宝塚市の指名停止基準に基づく指名停止を、入札参加申込期限日（確認基準    

日）又は入札日に受けている者 

  ウ 宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24年条例第 6号。以下「暴力団排 

除条例」という。）第 2条第 3号に該当する者 

(3) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。

ただし、それぞれ申立て後に更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けた場

合はこの限りでない。 

 (4) 電子署名及び認証業務に関する法律（平成 12年法律第 102号）に基づく電子認証カ

ード（以下「ＩＣカード」という。）を取得し、本市の電子入札システムに接続可能な

ものであって、当該ＩＣカードを使用し入札参加資格確認申請受付締切日までに電子

入札システムの利用者登録手続きを完了していること。 

 

３ 入札参加の申請、審査及び通知 

 (1) 制限付き一般競争入札（電子入札システムによる）に参加を希望する者は、次に掲

げる書類を電子入札システムにより送信し、参加申請しなくてはならない。 

ア 制限付き一般競争入札参加申請書（電子入札システム内にあり。） 

※このファイルに申請者名等必要事項を入力し、ファイル名を「申請者の商号



又は名称」に変更の上送信すること。 

   イ 電子契約希望届出書 

     ※電子契約を希望する場合のみ。 

  (2) 入札参加申請の方法及び期間は、次のとおりとする。 

ア 申請方法 電子入札システムによる送信 

イ 期間 令和 8年(2026年)9月 3日（木）から 

令和 8年(2026年)9月 14日（月）正午まで 

 （電子入札システムの運用時間は、通常、午前 9 時から午後 8 時まで。 

  ただし、土曜日、日曜日及び祝日は終日利用することができない。 

また、システムの整備等の作業のため一時的に停止することがある。） 

(3) 入札参加資格の審査の結果通知及び仕様書等のダウンロード 

    入札参加資格の審査の結果、入札参加資格があると認められた者に対して、電子入

札システムにより、仕様書等のダウンロードに必要なパスワードを記載した競争参加

資格確認通知書を送信して通知する。 

また、審査の結果、入札参加資格がないと認められた者には、理由を記載し通知書

を送信する。 

送信日：令和 8年(2026年)9月 15日（火） 午後 1時以降 

    なお、契約にいたらなかった場合は、速やかに破棄又は削除すること。 

 

４ 入札の期間等 

(1) 入札の期間は次のとおりとする。 

入札開始日時 令和 8年(2026年)10月 13日（火） 午前 9時から 

入札締切日時 令和 8年(2026年)10月 14日（水） 午前 11時まで 

（電子入札システムの運用時間は、通常、午前 9 時から午後 8 時まで。 

 ただし、土曜日、日曜日及び祝日は終日利用することができない。また、 

システムの整備等の作業のため一時的に停止することがある。） 

(2) 入札の方法 

電子入札システムによる電子入札 

 

５ 開札の開始日時   令和 8 年(2026 年)10 月 14日（水）午後 1 時以降 

 

６ 入札保証金    免除 

 

７ 入札の方法、注意事項等 

(1) 入札参加者は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、同法施行令及び宝塚市契約

規則（平成 22 年規則第 9 号）を遵守のうえ、入札すること。（宝塚市契約規則は本市

ホームページに掲載している。） 

(2) 入札回数は 1 回とし、入札書の提出は電子入札システム内で行うが、第 4 項に定め  

る入札期間以外での入札はできない。 

(3) 入札金額は、消費税抜きの金額とする。なお、入札書に記録された金額の 100分の 

110に相当する金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

し、当該端数金額を切り捨てた後に得られる金額をもって申込みがあったものとする。 

(4) 入札書の提出後は、入札金額の訂正は受け付けないので、入力した金額の確認は十  

分に行うこと。 

(5) 入札を辞退する場合は、入札の期間前においては辞退届（任意様式）を提出するこ

と。また、入札の期間中においては電子入札システム内にある辞退届を送信し、提出

すること。なお、入札締切日時までに電子入札システムによる入札書の送信がなく、

かつ、辞退届の提出もない入札参加者は、入札締切日時を経過した時をもって当該入

札を辞退したものとみなす。 

 

８ 入札の無効 



  次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札金額その他入力が必要な事項についての情報並びに入札参加者の電子署名及び

当該電子署名に係る電子証明書が市の契約担当者の使用に係る電子計算機のファイル

に所定の入札期間内に記録されていない入札 

(2) 市の契約担当者の使用に係る電子計算機のファイルに記録されるべきものが分明で  

ない入札 

(3) 入札参加者がＩＣカードを不正に使用して行った入札 

(4) 談合その他不正行為があった入札 

(5) 予定価格を超える価格での入札 

(6) 申請書及び添付資料に虚偽の記載を行った者のした入札 

(7) 第 2項に定める入札参加に必要な資格のない者のした入札 

（8）前各号に定めるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

 

9 質疑書 

質疑書提出期限 令和 8年(2026年)9月 29日（火）午後 1時まで 

   質疑書は、案件名・質問内容・業者名を記入したものを電子メールで提出すること 

＜質問がない場合は提出不要＞とし、設計担当課への問い合わせ等は行わないこと。 

質疑書の送付先 宝塚市総務部契約課 

メールアドレス：m-takarazuka0016@city.takarazuka.lg.jp 

  質疑回答日時 令和 8年(2026年)10月 5日（月）午後 1時以降 

  質疑回答方法 

1者以上から質疑の提出があった場合には、電子入札システムに掲載する。ダウン

ロードに必要なパスワードは、競争参加資格確認通知書に記載した設計図書等のダ

ウンロードに使用したパスワードを使用する。（全者質疑がない場合は、回答は行わ

ない。） 

 

10 決定方法 

  予定価格の制限の範囲内の価格で入札をした者のうち、最低価格の入札をしたものを

もって落札者とする。 

 

11 同価格の入札 

開札の結果、落札者となるべき同価格の入札をした者が 2 者以上ある場合は、電子入

札システム上のくじ（以下「電子くじ」という。）によって落札者を決定することとし、

電子くじによって落札者を決定する際に入力するくじ番号は、入札参加者が任意に指定

するものとする。この場合において、落札者となるべき同価格の入札をした者は、電子

くじを辞退することはできない。 

 

12 契約書     宝塚市が定めた契約書による。（本市ホームページに掲載） 

          なお、契約書に代えて本市が指定する電子契約システムを利用して

の契約手続きも可能とする。利用する際は、「電子契約希望届出書」

を入札参加申請期限までに提出すること。 

 

13 契約保証金   契約金額の 100分の 10以上の契約保証金を納めること。 

ただし、市を被保険者とする履行保証保険契約の締結によること 

等も認める。 

 

14 請求方法    業務完了後一括 

 

15 支払期日    請求書受理日から 30日以内 

 

16 その他留意事項 



 (1) 業務の実施にあたっては、関係法令で定める規定を遵守すること。 

(2) 労働者の確保及び適正な賃金その他労働条件の改善に留意し、労働災害の防止に配

慮すること。 

(3) 落札者は契約を締結するに当たり、暴力団排除条例第７条及び宝塚市等の事務等か

らの暴力団等の排除の推進に関する要綱第 3条第 2号に基づく誓約書を提出すること。 

(4) 下請及び建設材料等の契約を締結する際に、暴力団排除条例第７条及び宝塚市等の

事務等からの暴力団等の排除の推進に関する要綱第 3 条第 3 号に基づく誓約書を徴取

し提出すること。 

(5) 業務遂行に際し、下請け、役務の提供、資材の調達等について、可能な限り市内業

者の活用を図ること。 

 

17 問い合わせ 

       〒665-8665 宝塚市東洋町 1番 1号 

             宝塚市総務部契約課 

                   TEL 0797-77-2008（直通） 

             FAX 0797-72-1419 

 


